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１．2026年３月期第３四半期の連結業績（2025年４月１日～2025年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期第３四半期 13,037 3.6 1,062 △26.1 1,472 △21.9 965 △30.7

2025年３月期第３四半期 12,585 7.7 1,436 51.5 1,885 31.2 1,392 34.0

(注) 包括利益 2026年３月期第３四半期 1,273百万円(△17.4％) 2025年３月期第３四半期 1,541百万円(△21.3％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期第３四半期 102.92 ―

2025年３月期第３四半期 146.59 ―

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年３月期第３四半期 33,335 28,242 82.9

2025年３月期 33,460 28,409 83.0

(参考) 自己資本 2026年３月期第３四半期 27,632百万円 2025年３月期 27,788百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年３月期 ― 50.00 ― 50.00 100.00

2026年３月期 ― 50.00 ―
2026年３月期(予想) 50.00 100.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

2025年３月期第２四半期末配当金の内訳 普通配当 35円00銭 記念配当 15円00銭

2025年３月期期末配当金の内訳 普通配当 35円00銭 記念配当 15円00銭

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 17,000 1.3 1,300 △21.8 1,650 △22.4 1,400 △30.3 151.00

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年３月期３Ｑ 9,856,107株 2025年３月期 9,856,107株

② 期末自己株式数 2026年３月期３Ｑ 584,425株 2025年３月期 435,926株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年３月期３Ｑ 9,379,364株 2025年３月期３Ｑ 9,499,750株

（注）当社は「株式給付信託(BBT)」及び「株式給付信託(J-ESOP)」を導入しており、株主資本において自己株式とし

て計上されている「株式給付信託(BBT)」及び「株式給付信託(J-ESOP)」に残存する自社の株式は、１株当たり

四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めています。

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ

ると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、

実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想の

ご利用にあたっての注意事項等については、添付資料Ｐ.３「１．経営成績等の概況（３）連結業績予想などの

将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の概況

当第３四半期連結累計期間の世界経済は、インフレ圧力の緩和に伴い米国で利下げが実施されたものの、景気の

底堅さを背景に追加利下げのペースが不透明となったことや、地政学的リスクの再燃により、依然として先行き不

透明な状況が続きました。米国経済は、利下げ開始後も雇用や個人消費が想定以上に堅調に推移したことで、景気

のソフトランディングへの期待が高まりました。中国経済は、不動産市場の低迷が長期化するなか、政府の追加経

済対策の効果が限定的であり、内需の停滞による景気減速傾向が続きました。我が国の経済は、上半期に見られた

円高傾向から一転し、日米金利差の先行きに対する見方の変化から再び円安基調が強まりました。これにより輸出

企業の収益は下支えされたものの、原材料やエネルギー価格の再上昇が輸入コストを押し上げ、個人消費を抑制す

る要因となりました。

当社グループの属するエレクトロニクス業界におきましては、自動車市場では、一部地域での電気自動車（Ｅ

Ｖ）の普及鈍化が見られるものの、ハイブリッド車（ＨＥＶ）の需要増加や先進運転支援システム（ＡＤＡＳ）の

高度化により、関連部品の需要は引き続き堅調に推移いたしました。生活家電市場では、先進国において物価高に

伴う選別消費が見られた一方、新興国市場では中間層の拡大により堅調な需要が継続いたしました。産業機器市場

では、生成ＡＩ関連の投資拡大が半導体製造装置向けの需要を強力に牽引したほか、ＦＡ機器関連においても在庫

調整が概ね完了し、設備投資の持ち直しに向けた動きが鮮明となりました。

このような状況の中で当社グループは、2021年５月に策定した中期５ヵ年計画の最終年度にあたる2025年度は、

その目標達成に向けて、センサ・医療・非接触を合言葉に、次期中期経営計画の柱と考えている医療・ヘルスケア

分野への生体電極・電気化学センサ、及び自動車電装分野へのセンサ開発を進めており、顧客ニーズを捉えた新製

品の展開を行った結果、現時点での予測としては、中期５ヵ年計画期間の累計額では目標を達成する見込みとなっ

ております。

販売面においては、電子部品セグメントはＡＶ機器市場向けや生活家電市場向けに加え、産業機器市場向けなど

が好調に推移しました。自動車電装市場向けは堅調に推移しております一方、アミューズメント市場向けは顧客の

需要減などもあり想定を下回る結果でした。その他のセグメントにおいては、環境対応緩衝材は果実や根野菜向け

などの農業資材向け緩衝材の需要が高まった結果、順調に推移しております。また、産業機器市場向けが主な市場

である機械設備等の販売は市場の回復基調により想定を上回る結果でした。

利益面においては、生産効率向上にも努めてまいりましたが、材料費・人件費の高騰に加え、貴金属の価格が急

騰しており、営業利益を押し下げる要因となりましたが、上半期の円高傾向による為替差損から第３四半期では為

替差益となったことから経常利益が好転しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の連結売上高は130億37百万円（前年同期比3.6％増）となりました。営業

利益は10億62百万円（前年同期比26.1％減）、経常利益は14億72百万円（前年同期比21.9％減）、親会社株主に帰

属する四半期純利益は９億65百万円（前年同期比30.7％減）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①電子部品

電子部品事業においては、生活家電市場向けが好調で、自動車電装市場向け、ＡＶ機器市場向け、医療・ヘルス

ケア市場向けは、堅調に推移しました。アミューズメント市場向けは顧客の需要減により想定を下回る結果でし

た。

この結果、電子部品の売上高は126億11百万円（前年同期比3.4％増）となり、営業利益は９億64百万円（前年同

期比29.4％減）となりました。
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当事業の地域別の業績は次のとおりであります。

ａ．日本

自動車電装市場向けは堅調に推移しており、生活家電市場の給湯器向け、医療・ヘルスケア市場向けについて

は好調でした。アミューズメント市場向けは、顧客の需要減などにより低調でした。

この結果、売上高は57億83百万円（前年同期比9.5％増）、営業利益は44百万円（前年同期比90.1％減）となり

ました。

ｂ．アジア

中国市場は、依然として景気の減速傾向が続いており、生活家電市場向けが低調でしたが、他のアジア地域に

おいては、ＡＶ機器市場向けが好調に推移しました。

この結果、売上高は66億33百万円（前年同期比1.4％減）、営業利益は８億56百万円（前年同期比5.5％減）と

なりました。

ｃ．北米

景気動向としては、不透明な状況ではありましたが、個人消費が底堅く推移したことで、産業機器市場向けが

好調でした。

この結果、売上高は１億94百万円（前年同期比6.5％増）、営業利益は11百万円（前年同期比63.4％増）となり

ました。

②その他

その他の事業においては、環境対応緩衝材は、果実や根野菜向け緩衝材の拡販を進めた結果、順調に推移してお

ります。また、産業機器市場向けが主な市場である機械設備等の販売は市場の回復基調により好調でした。

この結果、その他事業の売上高は４億25百万円（前年同期比9.0％増）、営業利益は94百万円（前年同期比46.9％

増）となりました。

（２）当四半期連結累計期間の財政状態の概況

資産、負債及び純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末の財政状態につきましては、総資産が前連結会計年度末に比べ１億25百万円減少し

333億35百万円となりました。その内訳は、流動資産が６億77百万円減少し205億72百万円、固定資産が５億51百万

円増加し127億62百万円となりました。

負債は前連結会計年度末に比べ41百万円増加し50億92百万円となりました。その内訳は、流動負債が２億42百万

円減少し25億60百万円、固定負債が２億84百万円増加し25億32百万円となりました。

これらの結果、純資産は前連結会計年度末に比べ１億67百万円減少し282億42百万円となり、自己資本比率は前連

結会計年度末の83.0％から82.9％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2026年３月期の連結業績予想につきましては、2025年11月11日に公表しました通期業績予想の想定を上回る見込

みとなりましたので、通期連結業績予想を修正いたしました。当該予想数値に関する事項につきましては、本日公

表の「2026年３月期通期業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。なお、連結業績予想の前提となる

第４四半期の期中平均為替レートをUS$１＝145円から154円に変更しております。

＜業績等の予想に関する注意事項＞

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,138,828 12,044,114

受取手形及び売掛金 3,500,694 3,765,670

電子記録債権 643,692 663,712

商品及び製品 1,651,223 1,699,419

仕掛品 787,479 924,726

原材料及び貯蔵品 944,697 984,364

その他 589,219 493,293

貸倒引当金 △6,216 △3,085

流動資産合計 21,249,618 20,572,216

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,794,276 1,711,492

機械装置及び運搬具（純額） 1,526,834 1,493,670

その他（純額） 1,254,218 1,311,481

有形固定資産合計 4,575,330 4,516,643

無形固定資産 54,950 55,637

投資その他の資産

投資有価証券 2,707,875 3,397,438

退職給付に係る資産 4,266,449 4,259,188

その他 608,703 536,373

貸倒引当金 △2,376 △2,376

投資その他の資産合計 7,580,652 8,190,624

固定資産合計 12,210,933 12,762,905

資産合計 33,460,552 33,335,122
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 711,530 801,111

電子記録債務 186,719 182,727

短期借入金 46,886 44,629

未払法人税等 211,256 136,111

賞与引当金 399,110 330,926

役員賞与引当金 29,800 ―

損害補償損失引当金 ― 75,000

その他 1,217,941 990,404

流動負債合計 2,803,244 2,560,909

固定負債

株式給付引当金 29,737 40,708

役員株式給付引当金 129,675 162,022

退職給付に係る負債 217,820 248,804

その他 1,870,600 2,080,550

固定負債合計 2,247,834 2,532,085

負債合計 5,051,078 5,092,995

純資産の部

株主資本

資本金 3,453,078 3,453,078

資本剰余金 5,497,822 5,497,822

利益剰余金 15,437,695 15,447,652

自己株式 △961,187 △1,341,566

株主資本合計 23,427,409 23,056,986

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,407,466 1,895,866

為替換算調整勘定 2,071,609 1,910,413

退職給付に係る調整累計額 882,122 769,528

その他の包括利益累計額合計 4,361,199 4,575,807

非支配株主持分 620,865 609,331

純資産合計 28,409,473 28,242,126

負債純資産合計 33,460,552 33,335,122
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年12月31日)

売上高 12,585,114 13,037,169

売上原価 8,464,982 9,080,304

売上総利益 4,120,132 3,956,865

販売費及び一般管理費 2,683,297 2,894,395

営業利益 1,436,835 1,062,470

営業外収益

受取利息 105,938 89,761

受取配当金 123,333 118,675

受取賃貸料 39,945 41,550

為替差益 202,275 159,218

その他 25,421 37,708

営業外収益合計 496,915 446,914

営業外費用

支払利息 2,523 7,478

自己株式取得費用 7,502 3,398

固定資産賃貸費用 29,845 19,805

その他 8,659 5,807

営業外費用合計 48,531 36,490

経常利益 1,885,219 1,472,894

特別利益

投資有価証券売却益 120,268 105,040

特別利益合計 120,268 105,040

特別損失

解体撤去費用 129,100 173,819

特別損失合計 129,100 173,819

税金等調整前四半期純利益 1,876,388 1,404,115

法人税等 411,308 357,454

過年度法人税等 ― 51,587

法人税等合計 411,308 409,042

四半期純利益 1,465,079 995,073

非支配株主に帰属する四半期純利益 72,520 29,764

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,392,559 965,308
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年12月31日)

四半期純利益 1,465,079 995,073

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △147,532 493,931

為替換算調整勘定 351,609 △102,492

退職給付に係る調整額 △127,838 △112,763

その他の包括利益合計 76,238 278,674

四半期包括利益 1,541,318 1,273,748

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,452,020 1,179,917

非支配株主に係る四半期包括利益 89,297 93,830
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４

条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成しています。

（セグメント情報等の注記）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額

(注)３
電子部品
(注)１

その他 計

売上高

外部顧客への売上高 12,194,840 390,274 12,585,114 ― 12,585,114

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,787 85,735 87,523 △87,523 ―

計 12,196,627 476,010 12,672,638 △87,523 12,585,114

セグメント利益 1,367,230 64,478 1,431,709 5,126 1,436,835

(注) １．電子部品の地域別の内訳は下記のとおりであります。

(単位：千円)

日本 アジア 北米 計 調整額 電子部品合計

売上高

外部顧客への売上高 5,283,636 6,728,768 182,434 12,194,840 ― 12,194,840

地域間の内部売上高
又は振替高

5,465,168 3,823,320 ― 9,288,488 △9,286,701 1,787

計 10,748,804 10,552,089 182,434 21,483,328 △9,286,701 12,196,627

地域別利益 448,113 906,320 6,744 1,361,179 6,050 1,367,230

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2025年４月１日 至 2025年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額

(注)３
電子部品
(注)１

その他 計

売上高

外部顧客への売上高 12,611,853 425,316 13,037,169 ― 13,037,169

セグメント間の内部売上高
又は振替高

2,918 144,150 147,068 △147,068 ―

計 12,614,772 569,466 13,184,238 △147,068 13,037,169

セグメント利益 964,763 94,698 1,059,462 3,007 1,062,470

(注) １．電子部品の地域別の内訳は下記のとおりであります。

(単位：千円)

日本 アジア 北米 計 調整額 電子部品合計

売上高

外部顧客への売上高 5,783,801 6,633,720 194,331 12,611,853 ― 12,611,853

地域間の内部売上高
又は振替高

5,029,246 4,376,713 ― 9,405,959 △9,403,041 2,918

計 10,813,047 11,010,434 194,331 22,017,813 △9,403,041 12,614,772

地域別利益 44,512 856,374 11,018 911,906 52,857 964,763

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整をおこなっております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年12月31日)

当社は、2024年８月８日開催の取締役会決議に基づき、自己株式109,300株の取得を行いました。この結果等

により、当第３四半期連結累計期間において自己株式が329,071千円増加し、当第３四半期連結会計期間末にお

いて自己株式が961,049千円となっております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2025年４月１日 至 2025年12月31日)

当社は、2025年８月７日開催の取締役会決議に基づき、自己株式156,600株の取得を行いました。この結果等

により、当第３四半期連結累計期間において自己株式が380,378千円増加し、当第３四半期連結会計期間末にお

いて自己株式が1,341,566千円となっております。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年12月31日)

減価償却費 592,322千円 581,959千円
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３．補足情報

製品別販売実績

前第３四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年12月31日) 前年同期比(％)

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

電子部品

前面操作ブロック 3,579,006 28.5 3,691,521 28.3 103.1

可変抵抗器 1,547,908 12.3 1,597,837 12.3 103.2

固定抵抗器 1,425,102 11.3 1,562,345 12.0 109.6

センサ 3,635,905 28.9 3,486,046 26.7 95.9

機構部品 1,309,603 10.4 1,533,820 11.8 117.1

その他の電子部品 697,311 5.5 740,282 5.6 106.2

小計 12,194,840 96.9 12,611,853 96.7 103.4

その他 390,274 3.1 425,316 3.3 109.0

合計 12,585,114 100.0 13,037,169 100.0 103.6
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年２月10日

帝国通信工業株式会社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人トーマツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 山 澄 直 史

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 高 木 秀 明

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている帝国通信工業株式会社の2025年４月１日から2026年

３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2025年10月１日から2025年12月31日まで）及び第３四半期連

結累計期間（2025年４月１日から2025年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会

計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作

成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重

要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論

又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


